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 実施状況

 目標達成状況

 効果額目標達成状況

第３次行財政改革大綱個別行動計画の項目ごとの実施状況〔平成30年度実績〕

≪個別行動計画実施状況≫

実施 39件

計画以上 7件一部未実施 8件

Ａ評価 31

Ｂ評価 13

Ｃ評価 6
Ｄ評価 3

≪個別行動計画目標達成状況≫

Ａ評価（100％達成）

Ｂ評価（80％以上100％未満）

Ｃ評価（50％以上80％未満）

Ｄ評価（50％未満）

【目標達成率】53指標のうち44指標を達成

８３.０％（Ａ評価及びＢ評価）

【計画実施率】54項目のうち54項目で実施
１００.０％

【目標達成率】25項目のうち19項目を達成

７６．0％（Ａ評価及びＢ評価）

Ａ評価 17

Ｂ評価 2

Ｃ評価 4

Ｄ評価 2
≪効果額目標達成状況≫

Ａ評価（100％達成）

Ｂ評価（80％以上100％未満）

Ｃ評価（50％以上80％未満）

Ｄ評価（50％未満）

※９項目に２つの指標を設定

1



 平成30年度行財政改革による取組みの効果

■大綱の柱別効果額

効果目標額 効果実績額 効果目標額 効果実績額 効果目標額 効果実績額 効果目標額 効果実績額 効果目標額 効果実績額 効果目標額 効果実績額

475,361 967,070 648,186 1,775,984 724,134 1,133,595 402,737 1,175,965 1,673,699 509,989 1,281,331 4,304,977 5,550,348 912,726

28,000 24,597 60,200 24,692 141,800 158,292 11,572 149,000 219,178 33,924 149,600 528,600 426,759 45,496

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 14,650 14,650 0 0

100,270 116,986 100,540 111,583 810 97 1,357,697 1,080 703 1,367,289 1,350 204,050 229,369 2,724,986

1,500 1,330 1,500 0 0 0 16,691 12,225 783 6,391 0 15,225 2,113 23,082

605,131 1,109,983 810,426 1,912,259 866,744 1,291,984 1,788,697 1,338,270 1,894,363 1,917,593 1,446,931 0 0 5,067,502 6,208,589 3,706,290

■歳入、歳出別効果額

効果目標額 効果実績額 効果目標額 効果実績額 効果目標額 効果実績額 効果目標額 効果実績額 効果目標額 効果実績額 効果目標額 効果実績額

歳入の確保によるもの

市有財産の有効活用 150,000 211,351 150,000 487,434 150,000 186,573 400,059 150,000 411,141 506,018 150,000 750,000 1,296,499 906,077

戦略的       推進   収入 確保 202,125 233,200 243,466 440,964 274,476 237,908 0 349,411 259,803 0 413,365 1,482,843 1,171,875 0

事業実施のための財源の確保 0 153,199 0 23,309 0 43,122 0 0 108,911 0 0 0 328,541 0

収納率 向上 受益者負担 適正化 32,659 217,477 42,867 398,110 44,078 201,064 0 44,391 124,449 0 54,003 217,998 941,100 0

その他 0 0 1,967 536 2,503

計 384,784 815,227 436,333 1,349,817 468,554 668,667 402,026 543,802 904,304 506,554 617,368 0 0 2,450,841 3,738,015 908,580

歳出の削減によるもの

特別会計等経営健全化 90,577 151,843 211,853 426,167 255,580 464,928 0 632,163 769,395 0 663,963 1,854,136 1,812,333 0

公共施設 老朽化  適切 対応 28,000 24,597 60,200 24,692 141,800 158,292 11,572 149,000 219,178 26,888 164,250 543,250 426,759 38,460

事務事業 見直 100,270 116,986 100,540 111,583 810 97 988,728 1,080 703 1,294,709 1,350 204,050 229,369 2,283,437

民間活力 活用 1,500 1,330 1,500 0 0 0 16,691 12,225 783 6,391 0 15,225 2,113 23,082

その他 369,680 83,051 452,731

計 220,347 294,756 374,093 562,442 398,190 623,317 1,386,671 794,468 990,059 1,411,039 829,563 0 0 2,616,661 2,470,574 2,797,710

605,131 1,109,983 810,426 1,912,259 866,744 1,291,984 1,788,697 1,338,270 1,894,363 1,917,593 1,446,931 0 0 5,067,502 6,208,589 3,706,290

H28 H29 H30 R01 合計
（単位:千円）

市民  共創共生 推進

合　　　計

合　　　計

H27

H27
個別行動計画

緊急財政対策

個別行動計画

（単位:千円）
H29

健全財政の推進

公共施設等マネジメントの推進

執行体制 最適化 推進

効率的 事務事業 推進

H30 R01 合計H28
個別行動計画 個別行動計画 個別行動計画 個別行動計画

緊急財政対策 緊急財政対策 緊急財政対策

緊急財政対策
個別行動計画

緊急財政対策
個別行動計画

緊急財政対策

緊急財政対策 緊急財政対策
個別行動計画

緊急財政対策
個別行動計画

緊急財政対策
個別行動計画

緊急財政対策
個別行動計画

【平成３０年度行財政改革による取組みの効果】

効果額合計:3,811,956千円
◆個別行動計画
効果額合計:1,894,363千円
（目標額:1,338,270千円）

達成率:141.6％

◆緊急財政対策
財源不足解消額:2,144,356千円
うち緊急財政対策において
新たに取り組んだ効果額:1,917,593千円

※226,763千円は個別行動計画での取組みとして集計

緊急財政対策
1,917,593千円

個別行動計画
1,894,363千円
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 ≪凡例≫ 　【取組状況】　・・・　◎:計画以上　　　○:計画通り　　　△:一部未実施　　　×:未実施（調査・検討・計画策定中を含む）
  成果指標 効果額達成率      Ａ:100％ Ｂ:80％以上100％未満 Ｃ:50％以上80％未満 Ｄ:50％未満

指標① 指標② 効果額

 １　健全財政の推進

（１）積極的な財源の確保

①市税 収納率 向上

1 収納率 向上（市税） ○

督促状発送件数　34,500件
差押件数 （債権132件 不動産4件   他12件）
交付要求件数　75件（破産・競売21件）

H30市税収納率（全体）96.99％ （H29:96.72％）
 ※内訳 現年度収納率 99.33％（H29:99.29％）
       滞納繰越分収納率 22.30％（H29:23.50％）
目標 達成    更  収納率向上 取組 必要 

 成果指標 収納率 向上:0.08％
（年向上率）
【効果額】約270億円（市税調定額）×
0.08％＝21,600千円

Ａ Ａ 72,900

徹底  納付能力調査 実施               
      滞納整理    加速       適切 時
効管理    漏    債権管理 進   

2
公共料金納付方法 拡大
と手続きの簡素化

○

平成28年度      収納 開始   平成30年度    収納実績(税）
  　76,431件、1,229,207,025円
税（普徴、固定、軽自）収納額の7.77％となる

 成果指標 市県民税（普徴） 固定資
産税及 軽自動車税 現年度 収納率
【効果額】調定額計約150億円（普徴、
固定及び軽自）×0.08%＝12,000千
円

Ａ Ｂ 8,200

納付環境 整備    更 特別徴収 実施推進 口
座振替 加入促進 行      平成２８年度  開
始      収納 ＰＲ 努  徴収率 向上 図
    令和元年８月   ＰａｙＢ  納付 開始 
る。

②使用料 手数料等 受益者負担 適正化

3
使用料 手数料等 受益
者負担の適正化

△

消費税増税時期 重            再計算   見直  行
           消費税増税分    適正 反映 行    
方針 決定  条例改正等 向  準備 行   

現行    算定      稼働率 人件費 設定等       
差が生じる場合があり、適正な受益者負担を求めるため、より正確に
施設運営等コストを算定し、明示する必要がある。

 成果指標    再計算実施率（3年
毎）

Ｄ

地方公会計制度   指標 全国比較   始    
    他団体  比較 行    適正 受益者負担
について、より一層の情報収集に努めるとともに、算定方
法       地方公会計制度   分析   取 
入  新     計算方法 検討  次年度以降 見
直しに向けた作業を進めていく。

4 収納率 向上（保育料） ○

 例月 督促及 児童扶養手当現況届 時期 合   催告書 
発送による現況届来庁時の納付勧奨を継続実施。また、平成３０
年度   口座振替及     収納 開始   

 収納率  目標 上回        引 続  収納率 向上 
向けて、滞納発生時の速やかな納付勧奨及び滞納処分の実施など
徴収体制の強化を図る。

 成果指標 現年度収納率
 効果額 累積滞納額 削減（平成25
年度累計滞納額 23,923千円） Ａ Ａ 7,005

　引き続き督促・催告の効果的な実施に努め、平成３
０年度 開始  口座振替     新規入所者 加
入促進 図      振替不能            
⾧期未納       早期対応 図  

5
収納率 向上（市営住宅
使用料）

○

指定管理者   滞納者  徴収体制 強化及 口座振替促進 
図った。特に新規の滞納者に対して、早めに対応することで滞納解消
     努      督促書 催告書 送付  収納率 向上 
目指した。

指定管理者   新規滞納者  訪問徴収 電話督促  早 段
階で実施することにより、滞納者数を増加させないように努めた。また、
保証人 滞納 通知 請求 行  悪質 滞納者     法的措
置を実施し厳しく対応した。

 成果指標 現年度収納率
【効果額】滞納額の削減（基準額:H26
年度滞納額 87,134千円） Ａ Ａ 29,063

指定管理者   滞納者  徴収強化 口座振替 促
進 引 続 行    新  滞納 発生      取
 組     納付困難 滞納者   納付相談 行 
とともに、悪質な滞納者に対しては、法的措置を実施す
る。

6
収納率 向上（学校給食
費）

◎

 過年度分（平成24 29年度） 未納者 対   催告書 送
付。
 現年度分（平成30年度） 未納者 対   督促状 送付 
 平成25 27年度    時効 到来    未納給食費   
て、債権放棄を実施。
 未納給食費    児童手当 就学援助費制度   引 去 制
度 案内 
 未納者 対  電話 臨戸等   納付指導 実施 

【評価】
 滞納整理台帳 整備 
 複数 児童生徒 年度 渡  未納   保護者 高額滞納者 
なる傾向があるため、保護者単位の台帳を整備。
 電話 折衝    者 約束不履行 者等 対   臨戸 実施 
 現年度分 未納者      転出者 学校  対応困難 者等
  電話催告 臨戸等    学校給食課 対応 
 年度当初 約71万円 不納欠損見込      一部納付等  
 時効 延⾧    約57万円  減少 
【課題】
 給食費 校納金       未納      未納者 納付    
どちらに充てるのか判断が難しい。

 成果指標 現年度収納率
 効果額 現年度滞納削減額

Ａ Ａ 81

 原則的  現年度分 対応 学校 過年度分 対応
 学校給食課      過年度繰越 減     現
年度分未納者 内 転出者 学校  対応困難 者
等については、早期に学校給食課が対応する。
 給食費管理     導入 本格的 検討     
 収納課 連携  法的措置 検討 民法等 制度改
正への対応を進めていく。

③債権 適正管理

7 債権管理制度 整備 ○

徴収 困難   私債権     債権管理条例 基  適切 処
理      助言 行      滞納繰越額 100万円 超  債
権の所管課に対してヒアリングを実施し、課による対応のばらつきを抑
  適切 取 組       指導 助言 行   

各所管課 未収対策 時間 割    難  状態      効率
的 債権管理 必要       担当 職員 異動        
  蓄積      処理手順 関        整備 必要  
る。

 成果指標 未収入金   市債権（市
⾧部局 市税 国保 除 ） 未収入金
計 対前年比
 効果額 未収入金   市債権（市⾧
部局 市税 国保 除 ） 未収金計約
15億円×減額率（0.1％）

Ｂ Ａ 7,200

各所管課がそれぞれマニュアルを整備することは困難と思
      基本的 流            収納課
で作成する。また、ヒアリングで把握した内容について、フォ
        適宜聞 取  行  

所管課対応方針取組内容 効果額
（千円）体系 番

号
取組
状況

指標達成度
評価・課題

成果指標及び
効果額の内容

取組名
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 ≪凡例≫ 　【取組状況】　・・・　◎:計画以上　　　○:計画通り　　　△:一部未実施　　　×:未実施（調査・検討・計画策定中を含む）
  成果指標 効果額達成率      Ａ:100％ Ｂ:80％以上100％未満 Ｃ:50％以上80％未満 Ｄ:50％未満

指標① 指標② 効果額
所管課対応方針取組内容 効果額

（千円）体系 番
号

取組
状況

指標達成度
評価・課題

成果指標及び
効果額の内容

取組名

④市有財産の有効活用

8
市有財産の有効活用によ
る自主財源の確保

○

 平成30年度実績（全庁） ①財産売払収入:38件 320,623
千円（内訳:土地 37件　320,579千円、建物 1件　44千円）
②財産貸付収入:411件　53,968千円（内訳:土地 391件
49,510千円 建物 20件 4,458千円） ③有料広告収入 21件
26,000千円 ④自動販売機取扱料 137件 10,550千円

市有財産の売却や貸付等による自主財源の確保については、一定の
成果をあげている。
今後 資産 効率的 利活用 向  公共施設再配置計画 進捗
と連動した資産活用システム等を構築していくことが必要であり、また、
有料広告 推進等    市有財産 有効活用 図 必要    

【成果指標】市有財産運用(土地建物売
却 貸付 有料広告事業 自動販売機取
扱手数料)件数
【効果額】普通財産運用(土地建物売却・
貸付)収入額及 有料広告料 自動販売
機取扱手数料 合計

Ｂ Ａ 411,141

　固定資産台帳を活用し、市場性がある資産を把握す
      更  資産 利活用 進  自主財源 確
保に努める。

⑤戦略的       推進   収入 確保

9
産業振興の推進による税
収の増大

○

 事業所等設置奨励補助金 係 業務（指定件数:大企業1件 
中小企業8件）
 本社機能移転 対  固定資産税 不均一課税 係 業務（申
請件数:なし）
 本社機能移転等促進補助金 係 業務（認定件数:大企業1
件）
・適地調査対応

市内既存企業      年度    投資件数 額 増減    
のの、設備投資や本社機能の移転、雇用の創出の効果が着実に現
れている。
市外   企業誘致      引 続  民間保有 不動産 含
めた事業適地の把握を進めるとともに、積極的なＰＲに取り組む必要
がある。

 成果指標 周南市企業立地促進条例 
基  事業所等設置奨励補助金 指定
件数
 効果額 事業所等設置奨励補助金 対
象となる設備投資に係る固定資産税額
（補助金額 控除）

Ａ Ｃ 259,803

●商工会議所 宅建 不動産協会 連携  民間保有
 不動産 含  事業適地 把握 進   
●企業立地促進条例       支援  企業 設
備投資に係る総投下資本額、雇用者の増、税収の増
等の効果数値とともに、本市の産業構造等を踏まえ、平
成30年12月 有効期間 令和５年度  延⾧  対
象事業及 奨励金 額 拡大  条例改正 実施 
引き続き、企業の設備投資を推進する。
●本社機能移転 係 支援制度  国    本社機
能強化税制 改正 継続 踏   認定期間 令和元
年度  延⾧ 引 続  本市  本社機能 移転等
を推進する。
●各支援制度等 継続的 ＰＲ 努      設備
投資等につなげる。

⑥事業実施のための財源確保

10 国県補助制度 活用 ○

国 県 様々 補助事業 民間 行 各種 補助制度    地方
交付税措置   有利 市債 活用    財源確保 努   

新  補助制度 情報収集 努       既存制度     補
助要綱 精読 対象事業 再確認 行  制度 有効活用 図 
た。
国 予算事情 伴 内示割     場合 事業計画 変更 新 
な財源確保を検討する必要がある。

今後においても、関係機関との綿密な連携を図り、国・
県 動向 新制度等 最新状況 的確 把握  補助
金等 確保 努   

11
財政調整基金 現在基金
  基金 充実 活用

○

財政調整基金  交付税 減額     財源不足 災害対応  
  21.6億 取崩  行    21.5億 積立     残高   
前年 同額     公債費 支払    減債基金 2.5億円取崩
し活用した。

市税収入 大幅 増加 期待    中 平成30年度 合併優遇
措置 終了  影響     財政状況 一層悪化     基金 
取崩    財源調整    得     合併特例債 臨時財政
対策債 本格的 償還開始    公債費 増嵩 見込   減債
基金 有効活用 図 必要    

 成果指標 財政調整基金 減債基金残
高（財政計画で目標設定）

平成29年度 策定   緊急財政対策     財政調
整基金 頼   財政運営 目指      市債 発
行額 上限 設 公債費 抑制 図     地域振
興基金       特定目的基金 有効活用 図  
いく。

12
    周南応援寄付金 
推進

○

平成２９年９月   寄附情報       返礼品 拡充 配送業
務を専門業者へ委託。

平成３０年度 年間 通 委託    専門業者  寄附 受付 
行                 事業 連動  市 ＰＲ 併  返
礼品 周知 行         目標 達成    

【成果指標】個人寄附件数（実績値を記
載）
【効果額】合計寄附額（実績値を記載）

Ａ 108,911

令和元年6月  総務省 示  基準 満  指定自
治体       納税制度   税控除 受    
旨の税制改正があり、本市は当該指定を受けたところで
   返礼品 寄附額 ３割以下 還元率 原則地場
産品   総務省 基準 中  今後 魅力  返礼
品 開発 行  他自治体 差別化       必要
である。

（２）増加する歳出の抑制

①外郭団体等の経営健全化

13
第三セクター等の経営健全
化 対  適切 関与

○

 第三    等経営評価検討委員会    Ｈ２９年度 評価 
検証 行  ２団体 対  市 方針     各団体 協議  改
善案を公表した。
 今後 運営方針    検討 行   

 第３次周南市外郭団体等改革方針  基   外郭団体等 見
直  進      計画期間 令和元年度           国
等の動向を注視しつつ、次期方針の策定作業を進める必要がある。ま
  各外郭団体等      経営改善計画 終了 迎     
ら、市の次期方針の策定に合わせ、新たな経営改善計画を策定し、
自主的・主体的に改善を進めてもらう必要がある。

 成果指標 評価検討実施団体累計数

Ａ

令和元年度 公表   予定 国 指針等 基   
これまでの取組みの検証、各団体の評価・検証の必要
性、委員会の実施の方向性等について検討する。また、
次期改革方針の策定に取組む。

4
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（３）適正 市債 発行 管理

①合併特例債等 有利 市債 発行 ②⾧期的視点 立  市債 発行

14
地方債残高の適正水準の
設定

○

平成２９年度 策定  緊急財政対策 基   市債発行額 抑
制 努       合併特例債 公共施設等適正管理推進事業
債 緊急防災 減災事業債   財政措置   有利 市債 活用
に努め、将来負担の抑制を図った。

市債残高のうち交付税措置を除く実質負担額をシミュレーションし、将
来負担 踏   市債発行 努   
継続事業 係 国庫補助金 内示割  伴  市債発行 増嵩 
ている。

【成果指標】地方債残高の適正水準の設
定

持続可能 財政運営 行        投資的経費 
抑制  市債借入      落     工夫    
緊急財政対策に掲げる目標を達成する。

（４）特別会計及び企業会計の経営健全化

①特別会計及び企業会計の経営健全化

15 水道事業 ◎

熊毛 鹿野地区 係 投資 必要最小限     料金 段階的 
改定等   基準外繰入金 縮減   職員数  退職者 再任用
により2人減。
安全 強靭 水道 維持 向  水道    （経営戦略） 策定
した。

一般会計   基準外繰入額 前年度 上回 成果 得     
料金収入 減少 費用 増加等    純利益 前年度  大  
減少した。
有収水量 減少    見込        費用 削減 収入 確
保が今後の大きな課題。

 成果指標① 収支見込額（Ｈ26時
点）
【成果指標②】事務統合による職員数の
減
【効果額】一般会計からの基準外繰入額
の削減額

Ａ Ａ Ａ 38,519

⾧期 施設整備計画 経営戦略 基     一層 
経営健全化に努める。

16 簡易水道事業 ※取組終了

17 下水道事業 ○

建設改良費事業 計画的 実施 努       一般会計繰入金
の削減を図った

収支見込額 基準外繰入額   目標値 下回    黒字額 確
保    繰入金 削減 図        収支額 減  繰入金
 算出方法 見直  大  要因    経営内容 起因     
     今後 維持管理等経費 削減 課題

 成果指標① 収支見込額（Ｈ26時
点）
【成果指標②】事務の統合による職員数の
減
【効果額】一般会計からの基準外繰入額
（H26年度比）

Ｄ Ｂ 463,276

徳山中央浄化センター再構築をPFI事業で進めるととも
  各施設 改築 更新 雨水 浸水対策   計画
的 効率的 実施  

18 モーターボート競走事業 ◎

①更  収益 向上 → 30km圏域 新規   獲得
②          身近  → 一度        場 
③昔       払拭→明   楽   居心地 良  開放   
空間

①ＳＧグランドチャンピオン開催　売上目標９３億 → ９２億　３万
人 → ３．１万人
②売上　Ｈ２９　４３６億円　→　Ｈ３０　５２０億円　１９．
２％アップ　過去最高
③Ｈ３０売上　全国１１位／２４場
④一般会計  繰出 Ｈ２４ Ｈ３０ ８．７億円

 成果指標① 収支見込額（Ｈ26時
点）
【成果指標②】一般競走の１日平均売上
実績額
【効果額】一般会計への繰出額

Ａ Ａ Ａ 270,000

①      両面 戦略的 投資 行  収益体制 
強固にする
  ⇒ 子育 支援 拡充  （   医療費助成 小
中学校改修等）
②プレミアムＧⅠクイーンズクライマックス開催　→　１２
月末　→　売上目標１００億円

19 病院事業 ○

平成２７年度 策定   周南市立新南陽市民病院新改革    
 沿  事業 行   

整形外科 常勤医師不在 状況 改善        医師 異動
があり、収入の安定確保には至っていない。今後は安定した収入確保
      支出(固定経費） 見直  共  一般会計   繰入
金      医療環境 変化 対応     部分    基準 
見直  必要    

 成果指標① 収支見込額（Ｈ26時
点）
 成果指標② 病床利用率  （病床
数:150床）
【効果額】一般会計からのルール外繰入額
（H２６年度比）

Ａ Ｂ Ａ 0

今後も、新改革プランに基づき、地域包括ケア病床の効
果的な運用、医師確保に向けたアプローチ等を継続す
     健診事業  充実整備  人工透析 治療 受
け皿拡大等についても検討し、経営改善を図っていく。

20 介護老人保健施設事業 ○

利用者増   稼動率 向上 努    前年 比  体調不良等
により一時的に入院された入所者が増加し、成果指標としている「1日
当たりの入所者数」は、目標数値には及ばなかった。

入所 通所 稼働率  高齢者 在宅復帰 目的   介護老人
保健施設本来 機能 発揮  運営 行       利用者 入
院・健康状態等の個別な事情の影響を受けやすい。

 成果指標① 収支見込額（Ｈ26時
点）
【成果指標②】1日当たりの入所者数
（定員:60人）
【効果額】一般会計からのルール外繰入額
（H２６年度比）

Ａ Ｂ Ａ 0

当施設 利用              作成 内外 
ケアマネージャーや介護専門職への働きかけによる連携を
強化 施設 周知 図  新規利用者 獲得 稼働率
 改善 努   共  収益確保    要介護度 高
い入所者の受入増加を目指す。

5
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21 地方卸売市場事業 ○

 青果市場   卸売業者 作成   第三次経営再生計画    
経営改善    純資産 向上       減免率 ６割 見直 
た。
・水産物市場では、将来的な市場取扱高の増加及び魚食の消費拡
大 図  行 為 小学生 対象  魚食 啓発活動     魚種
のＰＲ活動に取り組んだ。

 地方卸売市場  青果部門 取扱高   前年並  花 部門
 若干取扱高 増加     全体 前年  1％増     水産
物市場  取扱高 前年  6.9％減         取扱高 向
上と消費拡大を目的に、小学校を対象とした学校給食への水産物食
材活用事業を実施し、周南ブランドである「たこ」の漁法等を周知する
      地元水産物  興味 持      魚離  減少 図 
た。
 平成30年度市場特別会計 経常経費収支   一般会計繰入
額  目標   平成26年度   減額  目標 達成   

 成果指標① H26年度市場取扱高合
計額
 成果指標② H26年度市場歳出額 ※
公債費及  臨時的経費等 除 
 効果額 繰入実績額（H26年度基
準）-当該年度繰入実績額 ※公債費
及  臨時的経費等 除 Ｂ Ｂ Ａ 2,888

・市場の取扱高の向上及び消費の拡大に向け、有効な
普及啓発事業 取 組       青果市場   市
場を開放した「朝市」のイベント開催に向け関係者と協議
調整していきたい。
 市民 安心安全 生鮮食料品等 安定的 提供  
     平成26年度 取扱高基準 維持 重要 考
  平成26年度 取扱高 歳出 繰入額 指標   
設定する。
 青果市場   卸売業者 第三次経営再生計画 基
  経営 安定化 図 為 引続 経営指導 行  
市場 運営 係  指定管理者制度  市場 相応 
いか等、導入の検討も進めていきたい。

22 国民宿舎事業 △

単年度収支   利用者 減少    597万7千円 赤字   
た。
民間譲渡      隣地 土地所有会社  境界        
いないとの主張から、現在協議中であり、中断している。

経費 削減 営業努力 行      施設 老朽化 類似施設 
          利用者 減少  収支 悪化   

 成果指標① 収支見込額（H26時
点）
 成果指標② 日帰 入浴上 利用者数
【効果額】一般会計からのルール外繰入額
（H26年度比）

Ｂ Ｂ Ａ 0

引 続 営業努力 継続       隣地 土地所有
会社  問題解決 図  民間譲渡 手続  着実 
進めていく。

23 駐車場事業 ○

徳山駅前駐車場及 熊毛    前駐車場 指定管理者    駐
車場 周知     看板    旗 作成 設置   民間感覚 
生かしたＰＲに取り組むとともに、街なかで開催されたイベント等に参
加  認知度向上 駐車場 利用促進 図   

駅西駐車場 供用開始  駅前駐車場 利用者減少 要因 一 
  考      駅前賑  交流施設 影響    当初 想定以
上 徳山駅周辺 駐車場需要     今後 徳山駅周辺施設 
影響 受  駐車場需要 増減   考     

 成果指標① 収支見込額（Ｈ26時
点）
 成果指標② 駐車場年間利用台数
 効果額 指定管理者納付金（見込:
参考）

Ａ Ａ Ｃ 11,575

駐車場事業 効率化     水準 向上 図    
徳山駅周辺 市営駐車場 一体的 管理運営   
て検討する。

24 国民健康保険事業 ○

積極的な滞納処分等と併せて、納付ご案内センター等を活用した収
納対策に取り組んだ。

滞納処分 実施    収納率 向上      被保険者数 減
少   保険料 確保 難  局面       

 成果指標① 収支見込額（Ｈ26時
点）
【効果額】一般会計からのルール外繰入額
（H26年度比）

Ａ Ａ 0

口座振替 推進等   収納率 確保 併  収納 
ストの縮減を図り、税と連携した着実な収納対策に取り
組む。

25 介護保険事業 ○

第７期介護保険事業計画に基づき、介護給付適正化に努め、適正
に介護給付を実施し、介護給付費の伸びを抑制することができた。
   介護保険料 普通徴収      口座振替 推進     
  平成３０年４月       収納 開始         

保険料徴収    公平性 確保 図    収納率向上 向  
方策を計画的に実施する必要がある。

 成果指標① 収支見込額（H26時
点）
 成果指標② 現年度収納率（H26時
点見込）
 効果額 一般会計      外繰入金
（H26年度比）

Ａ Ａ Ａ 0

納付 案内    活用 収納課 連携  保険料徴
収など、費用対効果も考慮しながら、引き続き、検討を
進める。

26 後期高齢者医療事業 ○

被保険者は高齢者のため、納付指導員によるきめ細かい対応（納付
相談等） 行  納付 案内    等 活用  収納対策 取 
組んだ。

後期高齢者医療 保険料 特別徴収 割合 高  被保険者 納
付意識 高 高齢者        高 収納率 推移     
税 国民健康保険 連携  着実 収納対策 取 組  

 成果指標① 収支見込額（Ｈ26時
点）
【効果額】一般会計からのルール外繰入額
（H26年度比）

Ａ Ａ 0

平成30年度      収納 実施    収納率 特
別徴収の割合が大きいこともあり高いレベルで推移してお
り、成果も出ていることから現在の取り組みを着実に進め
ていく。

27
国民健康保険鹿野診療
所事業

◎

 看護師 資質 向上 図         看護師 研修 年8回
行   
 大型医療機器 2台整備   

 常勤医師 不在 伴  非常勤医師 週3回診察      全
日診療及 地域 根差  医療業務等 可能 医師 募集   
為、今後募集要件等の検討をしていきたい。
 常勤医師       看護師 医療 係 研修会 参加  提
供サービスの資質の向上に努めている。

 成果指標① 収支見込額（Ｈ26時
点）
【成果指標②】職員の資質向上を図り、よ
 的確 医療 提供     研修参加 
【効果額】一般会計からのルール外繰入額
（H26年度比）

Ａ Ａ Ｄ ▲ 16,863

 地域 根差  医療業務 可能 常勤医師 募集 
    非常勤医師   診療体制 確保   
 北部地域 要 医療施設    機器 整備 医薬
材等 適正 確保 努  安心安全 医療     
提供に努めていきたい。
 今後 周南北部地域 高齢化 進展 伴  通院困
難 患者 増加 予想   為 遠隔医療     
構築 調剤薬局等関係機関 連携 図  訪問医療
サービスの充実化が図れるよう検討していきたい。

6



 ≪凡例≫ 　【取組状況】　・・・　◎:計画以上　　　○:計画通り　　　△:一部未実施　　　×:未実施（調査・検討・計画策定中を含む）
  成果指標 効果額達成率      Ａ:100％ Ｂ:80％以上100％未満 Ｃ:50％以上80％未満 Ｄ:50％未満

指標① 指標② 効果額
所管課対応方針取組内容 効果額

（千円）体系 番
号

取組
状況

指標達成度
評価・課題

成果指標及び
効果額の内容

取組名

（５）新地方公会計制度  対応 活用

①新地方公会計制度  対応 活用

28
新地方公会計制度  計
画的 移行 活用

○

平成２９年度 決算情報    統一的 基準   固定資産台
帳 更新 財務書類 作成 行  市広報等 情報 掲載 周知 
図      職員向  研修会 実施     平成３０年度   
財務会計     更新 合   日々仕訳 導入   

固定資産台帳や財務書類の作成は、整備後の運用及び活用が重
要           職員 知識及     向上 不可欠  
    関係部署 職員 協力 欠     
日々仕訳   固定資産台帳 運用 財務書類作成      行
うための体制を構築する必要がある。

 成果指標 新公会計制度  移行 係
 進捗率

統一的な基準による財務書類に基づく指標などについ
て、全国的な比較が始まったところである。分析方法や指
標の活用方法等の情報収集に努め、財務書類の分析
 行  予算編成 資産 適正管理等様々 分野 活
            日々仕訳   財務処理  
    行    体制 早急 構築  職員 新公会
計制度  意識   行     

 ２　公共施設等マネジメントの推進

（１）公共施設 老朽化  適切 対応

①公共施設再配置計画の推進

29 公共施設再配置の実現 ○

     施設分類別計画      議会  説明 終 平成30年
度   策定 完了   

「施設分類別計画」については全庁的な取組みにより予定どおり策定
した。今後、優先的に取り組む施設をどのように決めていくかが課題。

 成果指標 施設分類別計画 策定 見
直し件数

Ａ

 施設分類別計画  内容 市内３２ 地域別 整理
  次期 地域別計画 策定地域 検討 行  

30 小中学校の再編整備 ○

対象校に対する直接的なアプローチは実施していないが、庁内での協
議 検討 深       統合先   学校  交流事業 積極的 
進めた。
   休校      学校     現在 利用状況   実態調
査を実施した。

保護者 地域 理解 得    統廃合 進     今後 休校 
   学校      行政財産  普通財産  移管 含  有効
活用を図っていく必要がある。

【成果指標】統合対象学校数　7校
【効果額】学校運営費等の削減（対平成
27年度予算）

Ａ 28,500

引 続  指定校変更   統合先校  通学 支援
  保護者負担 軽減  統合先   学校  交流
事業 積極的 進  地域 保護者 理解 努   
統廃合により休校となった学校については、各地区の夢プ
    地域 共 学校施設 利活用 検討  中  
廃校  理解 努   

31
就学前児童通園施設の配
置の再編整備（保育所）

○

事業者 保護者等  調整   平成30年4月 福川保育園 民営
化  認定   園（       園） 開設 鹿野幼稚園 鹿野保
育園 統合    園化 向  調整 行   ※成果実績（市内
民間保育所施設数）         園 含  

民営化後 施設 利用  保護者        保育 各種行事
 状況等 把握    適切 運営 向  支援 行   

 成果指標 市内民間保育所施設数
【効果額】保育所運営費の削減（基準
額:H26年度予算額 582,969千円） Ｂ Ａ 173,460

再編整備計画 進捗 評価 民間事業者 意向 今
後の二ーズの変化を踏まえながら、第２次ステップの方針
を検討していく。

32
就学前児童通園施設の配
置の再編整備（幼稚園）

△

公立幼稚園８園（  平成２９年度  休園１園）     効
率的 幼児教育 推進 努      平成30年度  鹿野幼稚
園 鹿野保育園 統合    園化 向  調整 行   
※平成28年度  幼稚園運営事業費 幼稚園教員研修費 園児
教員健康管理費 幼稚園教材教具費 幼稚園施設管理費 組入
れられたことから実績額は組替分を差し引いている。

鹿野幼稚園 鹿野保育園 統合 認定   園化      令和2
年度 開設 向 地元 議会等 理解 得   進     

 成果指標 再編整備完了 公立幼稚園
数
【効果額】幼稚園運営費の削減（基準
額:H26年度予算額 43,505千円） Ｃ Ｃ 17,218

再編整備計画 進捗 評価 民間事業者 意向 今
後のニーズの変化を踏まえながら、第２次ステップの方針
を検討していく。

②予防保全 観点   計画的 修繕   施設 ⾧寿命化

33
公共施設 ⾧寿命化 向
けた保全計画の策定

○

職員向け自主点検に係る研修会の開催。
自主点検結果及  施設 不具合状況 取     行   
⾧期修繕計画 順次策定   

施設管理者自 点検  状況 把握     意識付  出来  
点検結果を集計・検討・順位付け・予算化まで結びつける仕組みづく
りが必要。
全      施設    ⾧期修繕計画 策定  必要    

 成果指標 ⾧期修繕計画 策定件数
（全38施設）

Ｂ

施設管理者   自主点検 定着化 図  
自主点検結果 基  修繕優先順位付  行  予算
措置まで連動させるシステムの検討。
全      施設 ⾧期修繕計画 策定      
ステム導入の検討。
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 ≪凡例≫ 　【取組状況】　・・・　◎:計画以上　　　○:計画通り　　　△:一部未実施　　　×:未実施（調査・検討・計画策定中を含む）
  成果指標 効果額達成率      Ａ:100％ Ｂ:80％以上100％未満 Ｃ:50％以上80％未満 Ｄ:50％未満

指標① 指標② 効果額
所管課対応方針取組内容 効果額

（千円）体系 番
号

取組
状況

指標達成度
評価・課題

成果指標及び
効果額の内容

取組名

（２）公共施設 適正 管理体制 構築

①公共施設 適正 管理体制 構築

34
公共施設 統括管理組織
の設置

○

 施設 統括管理課   情報 一元管理 進   
 平成29年度 設置   周南市公有財産有効活用 管理検討委
員会」を活用し、情報の共有化と意思決定の迅速化に努めた。

施設 関  広 情報収集    方法 簡略化 定例化 各施設 基本情報 施設量 運営      一元管
理   施設評価      活用  今後 再配置計
画の進捗を図る。
施設 予防保全 適正管理 統括管理     営
繕担当部門の設置を検討する。

 ３ 執行体制 最適化 推進

（１）組織力 向上

①簡素 効率的 組織体制

35
新庁舎建設に合わせた執
行体制等 見直 

△

      事業局 給与管理 経歴管理 引 続 実施    
が、上下水道局との新庁舎における事務の一元化については具体的
な協議が進んでいない。

上下水道局と事務の一元化を図る上で、勤務条件の違いや公営企
業会計であること等の課題がある。

 成果指標 職員管理 係 公営企業等
の人事担当職員の減
【効果額】平均給与＊減員数（一元管
理   配置人員 減員数＊平均給
与）

事務 効率化    一元化   事務    引 続
き上下水道局と調整していく。

②職員配置の適正化

36 定員適正化計画 見直 △

職員の新規採用者数はほぼ計画通り採用できたが、途中退職者が
多かったため、職員数が減少した。

令和２年度  始  会計年度任用職員制度 定年延⾧等 今後
 採用計画 適正 職員配置等 進        不確定 要素
がある。

【成果指標】職員数:職員配置適正化
方針に掲げた基準である、職員数が「人口
千人あたり10人を上回らない」を検証 Ｂ

総人件費及び総職員数の抑制を図るため、再任用職
員 会計年度任用職員等 多様 任用形態 活用 
  定員 適正管理 努   

（２）職員力 向上

①多様な人材の確保

36 定員適正化計画 見直 

②職員の資質向上

37
職員 能力 引 出   
タル人事システムの構築

○

研修制度  人材育成基本方針 基    階層別 体系的 研
修計画を作成している。
人事評価については、全職員に業績評価を実施。

高度化 複雑化  行政需要 対応   職員 組織      計
画的な研修、適正な評価を実施していく必要がある。

 成果指標 研修履修率（履修者／職
員数）

人材育成基本方針に基づき、「トータル人事システム」
（採用）（能力開発）（評価）（異動 配置）
（処遇）（職場環境）の６つの取組みを連動させるこ
とで、効果的な人材育成や組織の活性化につなげてい
く。

38 職員提案制度 見直 ○

職員提案については、7件の提案があり、うち3件が採用となった。
改善報告      8件 事例報告      3件 表彰   

提案件数  前年度  増加     目標 半分     到達 
たところであり、提案件数の増加に向けた取組みが必要である。また、
提案された案件や改善報告の内容を公開することで、改善に対する職
員 意識改革 進       

 成果指標 年間提案件数

Ｃ

事務 効率化 市民     向上等 図     募
集制度     周知 取組  職員 意識改革 喚
起していく。

③ワーク・ライフ・バランスの推進

39
職員 能力 十分 発揮
できる勤務環境の整備

○

平成30年10月  本気 働 方改革＆WLB 推進    （方
針）」を策定し、引き続き「20時完全退庁」「ノー残業デー（週一回
以上）」の徹底に取り組んでいる。

取り組みの結果、時間外手当の削減など一定の効果は出ているが、
職場 職員   意識 差 特定 個人 業務 集中     課
題があり、職場全体としての業務改善やチームワーク向上への取り組み
を進めていく必要がある。

【成果指標】平均有給休暇取得日数の向
上

Ｂ

引き続き、ワークライフバランスの推進に向け、継続的に
職員 意識啓発 業務改善 推進 徹底  労務管
理 行  超過勤務 削減（４５時間/月 ３６０時
間/年 上限規制） 有給休暇取得日数 向上（年
５日以上取得の義務化）につなげていく。
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 ≪凡例≫ 　【取組状況】　・・・　◎:計画以上　　　○:計画通り　　　△:一部未実施　　　×:未実施（調査・検討・計画策定中を含む）
  成果指標 効果額達成率      Ａ:100％ Ｂ:80％以上100％未満 Ｃ:50％以上80％未満 Ｄ:50％未満

指標① 指標② 効果額
所管課対応方針取組内容 効果額

（千円）体系 番
号

取組
状況

指標達成度
評価・課題

成果指標及び
効果額の内容

取組名

④女性職員 活躍 場 充実

40
女性職員 活躍 場 充
実

○

平成２８年度  係⾧級以上 女性職員 対象   自治大学校
 市町村       研修 参加     女性幹部候補職員 育
成に取り組んでいる。

女性活躍推進法 基  行動計画   令和３年度当初    
女性職員 管理監督職 占  割合 目標 課⾧級10％ 係⾧
級35％       女性職員 昇任希望者 少         
 結果    組織力 向上      女性職員 能力 十分 発
揮できるための支援が必要である。

 成果指標 係⾧以上 女性職員 割合
（女性 係⾧以上 職員数／係⾧以上
の職員数）
　※目標における職員数は消防及び企業
職を除く

Ｃ

女性活躍推進法 基  行動計画   令和３年度
当初    女性職員 管理監督職 占  割合 目
標 課⾧級10％ 係⾧級35％       女性職員
の昇任希望者が少ないというアンケート結果があり、組織
力 向上      女性職員 能力 十分 発揮  
るための支援が必要である。

 ４ 効率的 事務事業 推進

（１）事務事業 見直 

①行政評価     充実

41
行政評価     活用 
よる事業改善の推進

○

平成29年度 実施  事業    評価 実施  次年度予算  
  見直  図           総合計画 総合戦略 事務事業
評価の積み上げ等により、まちづくり総合計画の149の推進施策単位
において施策評価を実施し、施策の方向性を決定した。

行政評価 結果 緊急財政対策 実施計画等  連動   予算
編成 事務事業 見直    業務    化 適正 組織体制及
び人員配置に活用する取組みを進める必要がある。

 成果指標① 見直 実施事務事業数
 成果指標② 行政事業       見
直し実施事業数
【効果額】※効果額は緊急財政対策にお
いて計上

Ａ

令和元年度  内部事務     使用  行政評価
を実施するため、公平性が保たれ標準化された評価が可
能    評価結果     活用 見込    

②効率的 効果的 行政     提供

42 総合窓口の実現 ○

新庁舎１期工事完了後 市民課 中心             実
現した。また、フロアマネージャーの配置や新システムの導入により案内
機能を強化した。お客様センターは設置せず、電話交換室にネット環
境 整備   市        掲載   内容 回答   簡易
な問い合わせに対しては、交換手が直接回答することとした。（「（仮
称）ＦＡＱ周南  作成 行    ）

所期の目的は達成した。 【成果指標】総合窓口・お客様センター導
入に向けた進捗

Ａ

今後 市民 声 職員等 気付  踏       向
上  取組   各窓口単位 行        

43
福祉総合相談の実施と相
談支援体制の充実

○

相談支援体制づくりや庁内連携について研修を実施。また、全方位的
      手法 活用  多職種   事例検討 開催  職員 
スキルアップや相談支援機関との連携を図り、重層的な課題を持つ相
談者の支援に取り組んだ。

対象者を限定せず、どのような相談も受けるという姿勢により、相談の
       防        複雑化    相談      医療 
介護等の専門職を含めた多職種との連携による支援が必要であるた
め、より一層の関係機関との連携を強化していくことが課題。

【成果指標】福祉相談支援体制の進捗

Ａ

複雑化する相談対応に対し、全方位的アセスメントの手
法 活用  事例検討 重  職員        図
る。また、相談支援の関係機関と連携を強化し、多職種
によるチーム支援に取り組む。

44
手数料等 支払   電
子マネー活用の検討

△

既に取り組んでいるコンビニ納付は、自治体クラウド稼働に併せて取扱
費目 拡充 向  協議 行       電子    導入  費
用対効果の面で課題が大きい状況にある。

電子マネーの導入は、相当の経費支出を伴うことから、他団体との共
同利用 廉価 導入事例   研究 重  必要    

【成果指標】検討工程の進捗

Ｃ
４市１町で進める自治体クラウドの協議において調整を
行      納付 取扱 費目 拡大 目指  

45
分かりやすさに配慮したホー
ムページの構築

○

平成29年9月                            
レット端末等の各種メディアへ対応したシステムを構築した。併せてクラ
ウド型情報システムや非常時用サイトを導入し、災害にも強い対応と
なっている。

市ホームページのトップページの訪問者数は減少しているが、全ページ
 対象   閲覧数 増加        検索方法        
             直接検索  方法 増       考  
            品質調査  平成29年度 比較  平成30
年度 2段階 上昇（G→E   ） 達成   

【成果指標】ホームページ(トップページ)へ
のアクセス件数（日平均）

Ｃ

引 続 使        構築           更
  向上 目指    各課 管理作成       
指導及 啓発  行       分     市政情報
 発信 行  

46
公共施設 効率的 管理
運営

○

文化    課 整備      型 施設管理        予約
状況 参照 可能         利用者 利便性向上     
た。

対応  施設 拡充    現行      改修費用 発生   
    施設管理者 利用者 要望 費用対効果   検証 必要
である。

施設予約          費用対効果 施設管理
者 意見 踏    他団体  共同利用   廉価 
手法を検討する。

47
社会保障 税番号制度 
の的確な対応と付加業務
の検討

◎

平成３０年４月 各種証明書等     交付     稼働  
休日夜間 交付 可能         市民 利便性向上   
がった。

平成３０年４月       交付 開始 利用          
    必要        交付率向上 向  取組  必要  
る。

 成果指標 制度導入 進捗

Ａ

    交付利用者拡充 向            取
得に関するＰＲや交付手続きのサポートの拡充を図る。
また、マイナポータルを活用した子育て関連手続きの電子
申請システムの導入を図る。

③改善 向  業務見直  推進

48
庁舎への無線ＬＡＮの整
備

※取組終了
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 ≪凡例≫ 　【取組状況】　・・・　◎:計画以上　　　○:計画通り　　　△:一部未実施　　　×:未実施（調査・検討・計画策定中を含む）
  成果指標 効果額達成率      Ａ:100％ Ｂ:80％以上100％未満 Ｃ:50％以上80％未満 Ｄ:50％未満

指標① 指標② 効果額
所管課対応方針取組内容 効果額

（千円）体系 番
号

取組
状況

指標達成度
評価・課題

成果指標及び
効果額の内容

取組名

49
内部事務電算システムの
再構築

◎

各業務担当の参画により、クラウド型の内部事務システムを構築し、
順次検証 併行稼働 経 本稼働 切 替             
に、職員向けの操作研修を実施した。

原則          構築          稼働 伴  出力書
類     標準       本市仕様 変更  必要      
ら、今後も相応の対応が必要となる。

【成果指標】システム導入の進捗

Ａ

導入  １０年間 利用             運用
管理 安定稼働 廉価 視点        対応 努
める。

50 自治体クラウドの構築 ◎

平成３０年１月   本市 先行  ４市１町   基幹業務系
自治体クラウドシステムの運用を開始した。　また、光市（平成３０
年２月） 柳井市（平成３０年９月） 下松市（平成３１年１
月） 阿武町（平成３１年３月） 構築 完了   

今後は、構成団体・サービス提供事業者と定期的な会議により運用
面 協議 調整 進         制度改正       改修  
    共同利用     基  改修費用 抑制    必要  
る。

【成果指標】システム導入の進捗

Ａ

導入  １０年間 利用             運用
管理 安定稼働 努           構成団体 拡
充についても柔軟に対応していく。

51
公文書 適切 管理（電
子化の推進と効果的な紙
文書 管理）

△

      化推進要領 基  全庁的       化 取 組 
     公文書 適切 管理 確実         新庁舎 移
転  全  部署含  全庁統一的 文書管理 行        
    導入  平成30年度   全  部署 導入 完了   

電子決裁等によりペーパーレス化を推進しているが、紙媒体で文書を
管理    得  文書 存在           最小限     
必要がある。

【成果指標】複合機使用枚数の減
 効果額 複合機使用料 削減額（基準
額:H26年度使用料 16,409千円） Ｂ Ｃ 703

ペーパーレス化を推進するとともに、ファイリングシステムの
運用   効率的 文書管理 行  庁舎     有
効活用を図る。また、タブレット端末の導入については、市
議会 意見等 踏   上 検討   

 ５ 市民  共創共生 推進

（１）市政  市民参画 推進

①情報発信力 情報収集力 強化 説明責任

52
多様な情報発信収集手段
の活用

○

広報紙をはじめ、ホームページ、ＳＮＳ、ＣＡＴＶ、メールしゅうなん
等、多様な情報発信収集手段を活用し推進したい。また、後期基本
計画 策定 向   市民意見募集 市民     調査 実施 
た。

情報発信      媒体 特性 理解  受 手 伝     情
報 発信 心掛   市民     調査  一定数 回答    
          回収率 低下         向上 課題  
る。

引き続き、紙や映像、電子媒体をバランスよく活用した情
報発信 推進       評価 検証 行 改善   
        後期基本計画 作成 当   意見 分
析結果を審議会等で検討し、反映する。

②市民参画 推進

53 市民参画 推進 ○

・各機関による実施状況の報告に、自己評価の仕組みを取り入れた。
 市民参画推進審議会  本市 市民参画 取 組     評価
を受け、その結果を公表した。
 職員 市民参画 必要性 手法等 理解  市民参画   効果
的 実施      管理職及 担当職員向  研修 行   
・ワークショップを効果的に運営するためのファシリテーションスキルの修得
を目的とした職員研修を実施し、職員のスキルアップに努めた。
 市民参画推進審議会   提言 受  市       通  毎
月 市民参画実施       周知 行  

 市民参画実施後 各機関 自己評価 行  仕組   今後 各
機関 取組       良 手法     意見 受   
 市民参画 推進 向   参画  側 市民 意識 関心 更 
高めていくことが必要。
 市職員 適正 市民参画 推進       若 世代 職員  
教育・啓発が必要。

 成果指標 市民参画関連講座等 延 
参加者数

Ｃ

 市民参画 推進 向   市民 意識 関心 高  
よう広くＰＲしていく。
・市職員の資質向上を図るため、計画的な研修実施に
努める。

（２）公共サービスの多様な担い手との連携推進

①市民活動 促進

54
市民活動推進    環
境整備

○

市民活動支援     業務 一部 公益財団法人周南市    
振興財団 委託  専門性 活   活動 支援 行    市民
活動団体が抱えるさまざまな課題に対して、相談機能の充実を図っ
た。

・専門性を持った団体に業務を委託することで、支援機能の充実が図
られた。
   多様化 高度化  問題 対応    支援体制 強化 求 
られている。
 市民活動支援     施設 機能    周知  必要    

【成果指標】相談件数に占める解決に向
けた対応が図れた件数の割合（％）

Ａ

市民活動団体 中     公益的 取 組   高 
目標に向かってにチャレンジする団体をサポートする体制
    行   
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 ≪凡例≫ 　【取組状況】　・・・　◎:計画以上　　　○:計画通り　　　△:一部未実施　　　×:未実施（調査・検討・計画策定中を含む）
  成果指標 効果額達成率      Ａ:100％ Ｂ:80％以上100％未満 Ｃ:50％以上80％未満 Ｄ:50％未満

指標① 指標② 効果額

番
号

取組
状況

指標達成度
評価・課題

成果指標及び
効果額の内容

取組名 所管課対応方針取組内容 効果額
（千円）体系

②民間活力 活用

55 民間委託 推進 ○

新  直営  外部委託 移行  事業       実施済  
外部委託業務 見直  窓口業務等 外部委託移行    検討
を実施した。
（仮称）西部地区学校給食      平成29年度 ＰＦI方式
   事業契約 締結  平成30年度  設計 建設 着手   

指定管理者制度 活用等 多  事業    外部委託 実施  
   委託可能 事業 年々減少傾向    

 成果指標 外部委託 見直 件数
【効果額】※効果額は緊急財政対策にお
いて計上

Ａ

 指定管理者制度 効果的 運用    市民    
 向上及 施設 管理運営 効率化 図  
・窓口業務等への外部委託導入についても、引き続き情
報収集をしていく。
 公共施設 保守管理 点検 法定検査 維持管理等
 業務 包括的民間委託 向  検討    

56
コンビニエンスストア等での
各種証明書交付の検討

△

平成３０年４月１日      交付開始    伴 市内４郵便
局 実施    郵便局住民票等交付事業 廃止   窓口延⾧
業務については、他市の実施状況等もふまえ検討の結果、当面、継
続実施とした。

平成３０年度     交付 利用件数 約２，０００件  当
初 見込  上回      全体 証明書交付件数 １．３％程
度      一層 制度 普及          申請率 向上 
図      交付     利用促進 図 必要    

 成果指標 市民課証明担当職員 １名
減及び時間外勤務の減
【効果額】減員職員数＊平均給与＋窓
口延⾧業務等 見直  伴 事業費 減
(7,325千円＋3,600千円＋1,300千円
＝12,225千円）

Ｄ Ｄ 783

マイナンバーカード申請に際し必要となる写真撮影と手続
  補助 行 窓口     実施    広報等   
周知 図      市内事業所 市民    等  一
括申請受付 実施               申請率
の向上を図る。

1,894,363
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